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株式会社光通信および株式会社 INFORICHとの合弁会社設立に向けた基本合意に関するお知らせ 
 
 

当社は、2021年 12月 27日開催の臨時取締役会において、株式会社光通信（本社：東京都豊島区 代表取締役社長：和田 

英明、以下「光通信」という）、および株式会社 INFORICH（本社：東京都渋谷区 代表取締役社長：秋山 広宣、以下

「INFORICH」という）との間で、合弁会社設立に向けた検討を目的とした基本合意書を三社間で締結する旨を決議いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、当該基本合意書には合弁会社設立に関する法的拘束力はなく、法

的拘束力のある合弁契約を締結することを目指して協議及び検討を進めていく予定です。合弁契約を締結することを決議

した場合には、その内容について改めてお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 合弁会社設立に向けた検討の目的及び内容 

当社グループは、主に中小企業に対してモバイルデバイスや新電力、ＯＡ機器等の各種商品の取次販売を行う「法人向

け事業」と、個人消費者に対してウォーターサーバーやモバイルデバイス、インターネット回線等の各種商品の取次販売

を行う「個人向け事業」の二本の柱を主要事業として、複数の販売網や多彩な販売チャネル、多数の顧客基盤やサービ

ス、営業リソース等の強みを活かし、中小企業や個人消費者のニーズにあった商品の取り扱いを積極的に増加させ、販売

活動を展開しております。 

 

一方、INFORICH は、グローバルに成長してきたシェアリング・エコノミーを背景に、日本初のモバイルバッテリーシェ

アリングサービス「ChargeSPOT（※１）」を 2018 年 4 月からサービスを開始しており、全国の駅、空港、商業施設や飲食

店、コンビニエンスストア、公共施設などを中心に約 30,000 ヶ所まで設置場所を拡大し、国内 No.1 のシェア約 90％（※

２）を占めております。今後は、上記施設での利用に加え、中小企業等の従業員に活用いただく等、ChargeSPOT の利用

シーンの拡大を目指しております。 

（※１）ChargeSPOTサービスサイト https://www.chargespot.jp/ 

（※２）モバイルバッテリーレンタル（シェアリング）サービスを提供している各事業会社の公表データを元に

INFORICHにて算出（2021年 10月現在） 

 

また、光通信グループは、お客様の利便性向上を常に目指したサービスを提供し、回線、電力、宅配水、保険といった

長期的に安定した収益が期待できる事業に取り組んでおります。主に中小企業に対して、通信回線サービス、電力、各種

システムなどの自社で企画・開発した商材の提供を行っており、主に個人消費者に対しては、通信回線サービス、宅配水

などの自社で企画・開発した商材の提供を行っております。 

 

そのような状況の中、INFORICHと光通信グループに関しては、顧客の更なる課題解決を目指し ChargeSPOTの付加価値を

高めるサービス開発（以下「当該サービス」という）を共同で行い、INESTは当該サービスに対するコンサルティングや当

該サービスも含めた ChargeSPOT のマーケティングとセールスにおける企画を行っていくことで、それぞれが持つ強みを活

かし、日本のモバイルバッテリーシェアリングサービスにおいて圧倒的Ｎｏ．1の地位の確立するとともに、顧客のニーズ

に即した快適なサービスを提供することでお客様の利便性向上を目的として合弁会社設立を検討するに至りました。 

https://www.chargespot.jp/
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なお、合弁会社の名称、事業内容、合弁事業開始日、資本金の額、出資比率等の具体的内容は、今後の検討を踏まえ決

定次第改めてお知らせいたします。 

 

２． シェアリング・エコノミーの動向 

一般社団法人シェアリングエコノミー協会と株式会社情報通信総合研究所が共同で行った日本のシェアリングサービス

に関する市場調査（※２）によると、2020 年度日本におけるシェアリング・エコノミーの市場規模は２兆 1,004 億円で、

新型コロナウイルスの影響で前回調査（2019 年４月実施）予測を下回る見通しとなっているものの、2030 年度には現状

ペースで成長した場合は７兆 4,719 億円、新型コロナウイルスによる不安、認知度が低い点等の課題が解決した場合は 14

兆 1,526 億円となり、新型コロナウイルスを契機としたシェアサービス利用・利用意向拡大の動きもあり、共に前回調査

予測を上回る見通しになっております。 

（※２）https://sharing-economy.jp/ja/20201210 

 

３． 相手先の概要 

【株式会社光通信の概要】 

(1) 名称 株式会社光通信 

(2) 所在地 東京都豊島区西池袋１-４-10 

(3) 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 和田 英明 

(4) 主な事業 法人サービス、個人サービス、取次販売 

(5) 資本金 54,259百万円 

(6) 設立年月日 1988年２月５日 

(7) 決算期 ３月 

 

【株式会社 INFORICHの概要】 

(1) 名称 株式会社 INFORICH 

(2) 所在地 東京都渋谷区神宮前６-31-15 A-６A 

(3) 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 秋山 広宣 

(4) 主な事業 モバイルバッテリーシェアリング事業 

(5) 資本金 非公開 

(6) 設立年月日 2015年９月 

(7) 決算期 12月 

 

４． 日程 

(1) 合弁会社設立に関する基本合意書締結日 2021年 12月 27日 

(2) 合弁会社設立日（予定） 2022年１月下旬 

(3) 合弁契約書締結日（予定） 2022年２月初旬 

 

５． 今後の見通し 

本基本合意に基づく合弁契約の締結に伴う当社業績への影響については精査中であり、合弁契約を締結することを決議

した場合、改めてお知らせします。 

 

以上 

https://sharing-economy.jp/ja/20201210

